○大田市障がい者自立支援協議会設置要綱

平成２６年１月８日
告示第１号

（設置）
第１条　　障がい者及び障がい児（以下「障がい者」という。）が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な障がい福祉に関するシステムづくりを協議するため、大田市障がい者自立支援協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（協議事項）
第２条　　協議会は、次に揚げる事項について協議する。
（１）　相談支援事業に関すること。
　（２）　関係機関によるネットワークの構築に関すること。
　（３）　障がい者の支援体制に係る社会資源の情報の収集・提供体制に関すること。
　（４）　障がい者虐待に関すること。
　（５）　障がい者の権利擁護に関すること。
　（６）　障がい福祉計画及び障がい者計画の策定、進捗状況の管理及び評価に関すること。
　（７）　その他障がい者福祉に必要な事項に関すること。

（組織）
第３条　　協議会は、委員２５人以内で組織する。
　　２　　委員は、次に揚げる者のうちから市長が委嘱する。
　（１）　障がい福祉サービス事業者の代表者
　（２）　指定一般相談支援事業者又は指定特定相談支援事業者の代表者
　（３）　障がい者等関係団体の代表者
　（４）　保健・医療関係者の推薦する者
　（５）　教育・雇用関係機関の推薦する者
　（６）　関係行政機関の職員
　（７）　学識経験を有する者
　（８）　その他市長が必要と認める者

（任期）
第４条　　委員の任期は、２年とする。ただし、再任は妨げない。
　　２　　委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。


（会長及び副会長）
第５条　　協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。
　　２　　会長は、協議会を代表し、会務を総理する。
　　３　　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）
第６条　　協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。
　　２　　協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。
　　３　　会長は、必要に応じて会議に委員以外の者の出席を求め、意見又は説明を聴くことができる。

（会議及び部会の設置）
第７条　　協議会には、次に揚げる会議及び部会を設置する。
　（１）　ネットワーク会議
　（２）　専門部会

（ネットワーク会議）
第８条　　ネットワーク会議は、サービス事業者間の障がい者福祉施策に関する情報交換・情報共有を行い、サービスの向上のための協議等を行う。
　　２　　ネットワーク会議は、障がい福祉サービス事業者、相談支援事業者及び市の職員により構成する。
　　３　ネットワーク会議に会長を置き、社会福祉課長をもってこれに充てる。

（専門部会）
第９条　　専門部会は、必要に応じて障がい者福祉施策に関する個別の課題について協議する。
　　２　　専門部会は、障がい福祉サービス事業者、相談支援事業者及び市の職員により構成する。

（庶務）
第10条　　協議会の庶務は、社会福祉課において行う。

（その他）
第11条　　この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。

　　附　　則
この告示は、平成２６年１月８日から施行する。
